
総 務 委 員 会 

期日：令和２年８月 31日(月)９時 

場所：第１委員会室  

１ 開  会 

 

２ 委員長挨拶 

 

３ 副市長挨拶 

 

４ 請願・陳情審査 

（１） 請願第３号(新規)                      【資料№１】 

要旨：「国に対し、辺野古新基地建設工事を中断して、話し合いを求める意見書を提

出願いたい」 

請願者住所 氏名：下伊那郡豊丘村大字神稲 7842番地 

沖縄の不屈の戦いの応え、辺野古新基地建設に関する請願を出す会  

代表 原 富子 氏 

 

（２） 請願第４号(新規)                      【資料№２】 

要旨：「国に対し、消費税率５％への引き下げを求める意見書を提出願いたい」 

請願者住所 氏名：飯田市松尾新井 6790番地 

飯田民主商工会 代表 原 寿治 氏 

 

 

（３） 請願第５号(新規)                      【資料№３】 

要旨：「国に対し、地方財政の充実・強化を求める意見書を提出願いたい」 

請願者住所 氏名：飯田市大久保町 2534番地 

  飯田市職員労働組合 執行委員長 倉田 奨 氏 

 

 

 

４ 閉  会 

   

 

















全 議 Ｋ 第 ３ 号 

令和２年６月３０日 

各市議会議長 様 

全国市議会議長会 

 会長 野 尻 哲 雄 

（大分市議会議長） 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し 

地方税財源の確保を求める意見書の提出について（お願い） 

平素、本会の運営にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済

危機に直面しています。地域経済にも大きな影響が及び、地方税・地方交付税の大

幅な減収等により、今後の地方財政は巨額の財政不足を生じ、これまでにない厳し

いものになることが予想されます。地域の実情に応じた行政サービスを安定的に提

供するため、地方税・地方交付税等の一般財源総額の確保を強く国に求めていく必

要があります。 

つきましては、各市区議会におかれては、この趣旨をご理解いただき、９月定例

会において、地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書を議決

のうえ国会・関係行政庁に提出していただくとともに、地元選出国会議員に対し要

望するなど積極的なご対応をお願いいたします。 

なお、別添の意見書（案）は、あくまでも参考としてお送りするものであり、具

体的な文言等については、各議会において適宜工夫いただければと存じます。 

連絡先 全国市議会議長会  

政務第一部 伊藤 

ＴＥＬ ０３－３２６２－５２３５ 



新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し 

地方税財源の確保を求める意見書（案） 

 

 新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、わが国は、戦後最大の経済危

機に直面している。地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもとより来年度

においても、地方税・地方交付税など一般財源の激減が避けがたくなっている。 

地方自治体では、医療介護、子育て、地域の防災・減災、雇用の確保など喫

緊の財政需要への対応はじめ、長期化する感染症対策にも迫られ、地方財政は

巨額の財政不足を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予想される。 

よって、国においては、令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、

下記事項を確実に実現されるよう、強く要望する。 

 

記 
 

１ 地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般財源総額

を確保すること。その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、発行

額の縮減に努めるとともに、償還財源を確保すること。 

 

２ 地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機能の両機能が

適切に発揮できるよう総額を確保すること。 

 

３ 令和２年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから、思

い切った減収補填措置を講じるとともに、減収補填債の対象となる税目につ

いても、地方消費税を含め弾力的に対応すること。 

 

４ 税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に努めるととも

に、国税・地方税の政策税制については、積極的な整理合理化を図り、新設・

拡充・継続に当たっては、有効性・緊急性を厳格に判断すること。 

 

５ とりわけ、固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根

幹を揺るがす見直しは家屋・償却資産を含め、断じて行わないこと。先の緊

急経済対策として講じた特例措置は、臨時・異例の措置として、やむを得な

いものであったが、本来国庫補助金などにより対応すべきものである。よっ

て、今回限りの措置とし、期限の到来をもって確実に終了すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 



 

令和２年  月  日 

 

○○都道府県○○市(区)議会議長 ○○ ○○ 

 

衆 議 院 議 長 〇〇 〇〇 殿 

参 議 院 議 長 〇〇 〇〇 殿 

内閣総理大臣 〇〇 〇〇 殿 

内閣官房長官 〇〇 〇〇 殿 

総 務 大 臣 〇〇 〇〇 殿 

財 務 大 臣 〇〇 〇〇 殿 

経済産業大臣 〇〇 〇〇 殿 

経済再生担当大臣 〇〇 〇〇 殿 

まち・ひと・しごと創生担当大臣 〇〇 〇〇 殿 


